
 

 

 

 

        令和 4年 5月 18日 14 時 00分 

大 和 川 河 川 事 務 所 ・奈 良 県 

 

第３回大和川流域水害対策協議会を書面にて開催します。 

～大和川流域水害対策計画（案）について協議～ 

 

大和川特定都市河川流域の河川管理者等※は、令和４年３月２５日に公表した「大和川流域

水害対策計画（素案）」について、令和４年３月２５日～４月２５日の間、パブリックコメン

ト・住民意見交換会・学識経験者への意見聴取を行い、その結果をふまえ「大和川流域水害対

策計画（案）」を作成しました。 

このたび、本計画（案）について、大和川特定都市河川流域の河川管理者等の他、関係行政

機関等で構成する『大和川流域水害対策協議会』において「大和川流域水害対策計画」の策定

に向けた協議を行います。 

※河川管理者等：近畿地方整備局長、奈良県知事、大和川特定都市河川流域２５市町村長 

 

○開 催 日：令和４年５月１８日（水） 

○協議会組織：近畿地方整備局長、奈良県知事、大和川特定都市河川流域２５市町村長、 

近畿農政局農村振興部長、奈良森林管理事務所所長、近畿地方環境事務所長、 

奈良財務事務所長、奈良気象台長、奈良県防災士会理事長 他 

○内   容：第３回大和川流域水害対策協議会において「大和川流域水害対策計画（案）」に

ついて協議（書面開催） 

（協議会資料につきましては、大和川河川事務所 HP にて公表いたします） 

【大和川河川事務所 HP 大和川流域水害対策協議会】 

https://www.kkr.mlit.go.jp/yamato/guide/tokuteitoshikasenn/conference/conference.html 

 

＜取 扱 い＞                        ― 

 

＜配布場所＞近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ、奈良県政・経済記者クラブ、 

奈良市政記者クラブ 

 

 ＜問合せ先＞大和川流域水害対策協議会 事務局 

大和川河川事務所 電話 072-971-1381 

担当：副所長  林
はやし

 政
まさ

行
ゆき

  調査課長 中路
なかじ

 貴夫
たかお

 

   奈良県 県土マネジメント部 河川整備課 電話 0742-27-7507 

  担当：課長補佐 甲賀
こうが

 康
やす

久
ひさ

  



 

大和川流域水害対策協議会は、気候変動の影響による降雨量の増加や流域の開発に伴う雨

水流出量の増加等により浸水被害が著しい大和川流域において、雨水貯留浸透施設等の積極

的な推進及び流域の持つ保水・貯留機能の適正な維持、水防災に対応したまちづくりとの連

携、住まい方の工夫等、総合的な流域対策を効果的かつ円滑な実施を図るため、流域水害対

策の作成及び変更に関する協議並びに流域水害対策計画の実施に係る連絡調整を行うことを

目的に、特定都市河川浸水被害対策法に基づいた協議会です。 

 
大和川流域水害対策協議会組織 

                                                                          ○印は座長 
 
      近畿地方整備局               ○局    長 
                                                          建 政 部 長 
                                                          河 川 部 長 
            奈  良  県                知    事 
                                                          総 務 部 長 
                                                          危機管理監 
                                                          水循環・森林・景観環境部長 
                                                          食と農の振興部長 
                                                          県土マネジメント部長 
                                                          地域デザイン推進局長 
            奈  良  市                市    長 
            大 和 高 田 市                市    長 
            大 和 郡 山 市                市    長 
            天  理  市                市    長 
            橿  原  市                市    長 
            桜  井  市                市    長 
            御  所  市                市    長 
            生  駒  市                市    長 
            香  芝  市                市    長 
            葛  城  市                市    長 
            宇  陀  市                市    長 
            平  群  町                町    長 
            三  郷  町                町    長 
            斑  鳩  町                町    長 
            安  堵  町                町    長 
            川  西  町                町    長 
            三  宅  町                町    長 
            田  原  本  町                町    長 
            高  取  町                町    長 
            明  日  香  村                村    長 
            上  牧  町                町    長 
            王  寺  町                町    長 
            広  陵  町                町    長 
            河  合  町                町    長 
            大  淀  町                町    長 
            近 畿 農 政 局                農村振興部長 
            近畿中国森林管理局 奈良森林管理事務所     所    長 
            近畿地方環境事務所              所    長 
            近畿財務局 奈良財務事務所           所    長 
            奈良地方気象台                 台    長 
            奈良県防災士会                理  事   長 

大和川流域水害対策協議会 
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■大和川流域水害対策計画（素案）に対して
パブリックコメント・住民意見交換会・学識経
験を有する者への意見聴取を実施

平城・生駒いかるが圏域

【住民意見交換会】

布留飛鳥圏域

【現地視察会】

保田遊水地

（田原本町で実施中の流域対策）

水田貯留

■大和川流域水害対策協議会の設立

【構成員】
奈良県（知事、総務部長、危機管理監、水循環・森林・景観環境部長、食と農
の振興部長、県土マネジメント部長、地域デザイン推進局長）

流域内２５市町村の長、下水道管理者
近畿地方整備局（局長、建政部長、河川部長）
近畿農政局（農村振興部長）、奈良森林管理事務所長
近畿地方環境事務所長、奈良財務事務所長、奈良地方気象台長、
奈良県防災士会理事長（住民等）

【協議事項】
・流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議
・流域水害対策計画の実施に係る連絡調整

■相談窓口の開設
（大和川河川事務所王寺出張所内）

■住民周知用リーフレット
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■大和川流域総合治水対策協議会

・大和川が特定都
市河川に一日で
も早く、できれば
法改正後に全国ト
ップで指定を受け
られるように頑張
っていきたい

奈良県知事

・財政的に厳しいため、なかなか整備が
行き届かない面もあったが、補助金のか
さ上げによって更に前向きに事業に取り
組むことができる
・特定都市河川の指定を目指してしっか
りと要望をしていきたい

流
域
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害
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定
予
定



国土交通省
大和川河川事務所大和川流域水害対策計画（案）のポイント

１．流域水害対策計画（案）の考え方
上下流の特徴や治水上の課題を踏まえ

流域治水により、流域全体の安全度の向上を図る。

降雨時の流出量が増大

・府県境界に狭窄部
開削しない

（開削に向けて調査実施）

（大和川の特徴） （治水上の課題） （整備計画（案）の考え方）

洪水が流れにくい
中流部でなるべく貯める
（遊水地の整備等）

河道整備、総合治水対策完
了後に内水対策←戦後最大
洪水（ポンプの設置等）

下流部

・1704年に付け替えた人工河川

・橋梁が多い

中流部

・支川が放射状に集まる

・流域の開発が進展

亀の瀬

将来、多くの橋梁架替が必要

大阪平野より高い位置で流下

洪水時に堰上げが生じる

河道整備は下流部から実施流下能力不足

下流部で氾濫の危険性

下流部から河道拡幅
（掘削、築堤、橋梁改築等）

開削すると下流部に負荷
時間を要する

中流部で氾濫の危険性

内水被害が頻発

中流部では早期治水対策
が必要

堤
防
の
質
的
整
備
等

中上流部でなるべく貯める
（遊水地の整備、流域対策等）

被害対象を減少する
（貯留機能保全区域・浸水
被害防止区域等の指定）

中上流部 中上流部

（流域水害対策計画（案）の考え方）

●上下流の特徴や治水上の課題を踏まえ、流域全体の安全度の向上を図る
●また、地球温暖化に伴う気候変動の影響による豪雨災害の頻発化・激甚化を踏まえ、概ね100年に1回発生しうる規模の降雨を
含めたあらゆる降雨を念頭に流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域一体で総合的かつ多層的な浸水被害対策を講じる。

●このため、優先的に内水による浸水被害の解消を目指す重点地区については、概ね100年に1回発生しうる規模の降雨に対し、
雨水貯留施設等の整備を実施（平成緊急内水対策事業）するとともに、流域全体については、昭和57年8月の降雨を当面20年
間における都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨（計画対象降雨）として定め、河川・下水道整備の加速化や雨水貯留浸透
施設等の流域対策の一層の推進により、大和川・佐保川の堤防決壊による壊滅的な被害を解消させる。

●また、一部支川氾濫や内水による浸水が想定される区域においては、水害リスク（浸水深や浸水頻度等）や奈良県の『大和川流
域における総合治水の推進に関する条例』に基づく市街化編入抑制区域の指定状況を踏まえ、まちづくり計画などを考慮のうえ、
土地利用規制（浸水被害防止区域の指定）等を活用し、流域内住民等の安全の確保を図る。

中上流部



国土交通省
大和川河川事務所大和川流域水害対策計画（案）のポイント

1

③被害の軽減、早期復旧、復興のための対策

●流域のあらゆる関係者の参画のもと、土地利用状況や地形特性等を踏まえ、下記の３つの視点から、総合的か
つ多層的な対策を講じる。

河川整備（河道掘削、遊水地整備等）を着実に実施する。
特定都市河川浸水被害対策推進事業補助等を活用して事業を加速化する。

【河川整備】

【下水道整備】

【既存ダムの洪水調節機能強化】

【流域対策施設】

【貯留機能保全区域】

【浸水被害防止区域】

都市浸水想定の区域及び浸水リスク、ハード整備後の状況、水害リスクマップ等も参考
として、現地の地盤の起伏や「大和川流域における総合治水の推進に関する条例」で指
定している市街化編入抑制区域、土地利用形態等を考慮した上で、関係者の意向を十
分踏まえて指定する。

都市浸水想定の区域やハード整備後においても堤防からの越水や無堤部からの溢水及
び内水等による浸水を想定される区域について、住家の立地状況等の周辺地の利用状
況や「大和川流域における総合治水の推進に関する条例」で指定している市街化編入抑
制区域、水田等の土地利用状況を考慮した上で、当該土地の所有者の同意を得て指定
する。

下水事業者が管渠、雨水貯留施
設等の整備を推進する。
内水ポンプ施設の運転操作ルー
ルを策定する。

既存ダム（初瀬ダム、天理ダム、白川ダム、
岩井川ダム、大門ダム）を最大限活用す
るため、事前放流により容量を確保する。

『大和川流域整備計画』や『奈良県平成緊急内水対策事業』で定められた対策量の
目標を堅持しつつ、更なる流域対策を進めるとともに、民間事業者等による雨水貯留
浸透施設の整備も見込んだ今後5年間の目標対策量を設定し、対策の一層の促進を
図る。
ため池の貯留容量を積極的に活用し、河川等への流出抑制を図るため、放流口の改
修など既存のため池の一部改良や、台風の接近など大雨が予測される際には、事前
放流によりため池の水位を下げ、雨水を一時的に貯留させるなど、ため池の治水利
用を推進する。また、『大和川流域における総合治水の推進に関する条例』に基づき、
流域内のため池の保全に努める。

ため池の治水利用

平成緊急内水対策事業

○ 区域内の土地に居住する場合にも命を守る
○ 区域内の土地への居住を避ける
○ 被災前に安全な土地への移転を促す

ホットラインによる河川情報の共有（ＷＥＢによる情報共有）
要配慮者利用施設の避難計画作成の促進及び避難訓練の徹底
防災教育

２．浸水被害対策の基本方針

➀氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策 ➁被害対象を減少させるための対策


